
総評 

個数問題（正解率が低くなる傾向にある）は、11問出題の昨年度に続き、10 問も出題され

ました。したがって、出題形式の点で、得点しにくかったといえます。なお、解き方の工夫

次第で差がつく組合せ問題は、昨年度の２問から大幅に増加し、過去最多の５問も出題され

ました。内容面については、税・ 価格と５問免除は比較的易しいものの、権利関係は例年ど

おり難しく、加えて、法令上の制限と宅建業法も例年より得点しにくい内容でした。したが

って、全体的な問題内容のレベルは、合格基準点が 33点であった昨年度と同程度か、やや

難しいといえます。 

 

権利関係 

権利関係では、個数問題と組合せ問題が、それぞれ１問出題されました。また、判決文問題

は出題されなかったものの、事例型問題は７問出題されました。出題内容としては、一般的

な学習範囲を超える問題が散見され、難しかったといえます。合格ラインは、例年より低く

なると予想されます。 

 

法令上の制限 

法令上の制限の出題内容は、昨年度と同様に、例年より難しかったといえます。特に問 15

（都市計画法）や問 17（建築基準法）では、一般的な学習範囲を超える内容が出題されて

います。合格ラインは、例年より低くなると予想されます。 

 

税 価格 

税 価格の出題内容のうち、税については、国税からは平成 27 年度以来の贈与税（問 23）

が、地方税から予想通り不動産取得税・（問 24）が、それぞれ出題され、価格の評定について

は、４年ぶりに地価公示法・（問 25）が出題されました。このうち問 24・ 25 は、基礎知識で

正解できる問題でした。合格ラインは、例年より高くなると予想されます。 

 

宅建業法 

個数問題が９問と、昨年度に引き続き、数多く出題されました。内容的には、例年通り基礎

的な知識からの出題が大半を占めるものの、犯罪収益移転防止法（問 32）のように、一般

的に学習の手薄な内容からの出題もありました。また、苦手とする受験者が多い報酬制限か

ら２問出題されました。合格ラインは、例年と同程度か、やや低くなると予想されます。 

 

５問免除 

出題内容は、建物（問 50）について正誤を判断しにくい内容が出題されたものの、問 48 の

統計問題を含め、得点しやすい問題が多かったといえます。合格ラインは、例年通り、高く

なると予想されます。 


